
2022年10月４日 

各  位 

会 社 名 イオンフィナンシャルサービス株式会社 

代表者名    代 表 取 締 役 社 長 藤田  健二 

（コード番号 8570 東証プライム） 

問合せ先  取締役兼常務執行役員 木坂 有朗 

（TEL 03－5281－2027） 

連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるイオンクレジットサービス株式会社（以

下、イオンクレジットサービス）を吸収合併することを決議しましたので、お知らせいたします。 

 なお、本合併は、当社の完全子会社を対象とする吸収合併（簡易合併・略式合併）であるため、開示事

項および内容の一部を省略して開示しております。 

記 

１．合併の目的 

当社グループは、中期経営計画において、「第二の創業：バリューチェーンの革新とネットワークの

創造」を基本方針に掲げ、イオングループ各社、外部の提携パートナーを、決済・ポイントをはじめ

とした金融サービスでつなぐことで、当社グループの金融商品やサービス、顧客基盤の枠に留まらな

いプラットフォームを創造することを目指しております。本再編により、グループ横断での経営資源

の戦略的活用と更なる意思決定の迅速化を図ることで、上記の取り組みを加速させてまいります。 

当社グループは、決済ネットワークの更なる拡張とオンラインとオフラインを融合した金融サービ

スの提供を通じて、お客さまにとって最も身近なフィナンシャルグループを目指してまいります。 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併承認取締役会     2022年10月４日 

合併契約締結   2022年12月1日 （予定） 

合併効力発生 2023年上期 

※本合併は、当社においては、会社法 796 条第２項に規定する簡易合併であり、イオンクレジッ

トサービスにおいては、会社法 784 条第１項に規定する略式合併であるため、いずれも合併契

約に関する株主総会の承認決議を経ずに行います。 

（２）合併の方式 

  当社を存続会社とする吸収合併方式。 

（３）合併に係る割当ての内容 

 該当事項はありません。 

（４）合併に伴う新株予約権および新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 



３．合併当事会社の概要   

 存続会社 

（2022年２月28日現在） 

消滅会社 

（2022年２月28日現在） 

（１）商号 イオンフィナンシャルサービス

株式会社 

イオンクレジットサービス株式

会社 

（２）所在地 東京都千代田区神田錦町一丁目

１番地 

東京都千代田区神田錦町一丁目

１番地  

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 藤田 健二 代表取締役社長 藤田 健二 

（４）事業内容 グループ会社の経営管理ならび

にそれに付帯する業務 

クレジットカード事業、決済サ

ービス・プロセッシング事業 

（５）資本金 45,698百万円 500百万円 

（６）設立年月 1981年６月 2012年11月 

（７）発行済株式数 普通株式 216,010,128株 普通株式 10,000,000株 

（８）決算期 ２月末日 ２月末日 

（９）大株主および 

持株比率 

イオン株式会社        48.08% 

日本マスタートラスト信託銀行

株式会社（信託口）     9.53% 

株式会社日本カストディ銀行

（信託口）             3.06% 

ステート ストリート バンク 

アンド トラスト カンパニー

５０５２２３      1.94% 

ジェーピー モルガン バンク  

ルクセンブルク エスエイ 

３８１５７２           1.75% 

イオンフィナンシャルサービス 

株式会社        100% 

 

（10）直近事業年度の財政状態および経営成績 

決算期 2022年２月期（連結） 2022年２月期（単体） 

純資産 509,055百万円 75,738百万円 

総資産 6,278,586百万円 514,183百万円 

１株当たり純資産 1,965.47円 7,573.88円 

営業収益 470,657百万円 149,582百万円 

営業利益 58,852百万円 7,250百万円 

経常利益 59,944百万円 7,261百万円 

１株当たり当期純利益 139.98円 467.89円 

 

４．合併後の状況 

   本合併による当社の名称、本店所在地、代表者、事業内容、資本金および決算期に変更はあり

ません。 

 

５．今後の見通し 

   本合併は、当社が 100％出資している連結子会社との合併であるため、連結業績に与える影響

は軽微でございます。 

以 上 


